
　政府は景気の現状を「持ち直し」としていますが、景気は低迷しているのが実態であり、
物価高騰と低賃金により労働者の生活苦が続いています。
　労働者一人当たりの平均賃金では１．７%増となっていますが、８月の消費者物価指数が
３．５%上昇したことにより、賃金の伸びが追いついていないが実態です。
　組合の調査では、離職者数は2017年度の約230人から2021年度の約 770人へと約
３倍化していることから、会社に対し、
　●会社として「退職者が増えている」との認識はあるのか！
　●せっかく入社した若手社員が離職していることに、会社は危機感を持つべきだ！
　●社員の一番の関心ごとである賃金・手当での改善を図ることが必要だ！
　と、国労の主張を訴え、東日本本部で行った年末手当アンケートから、集約された仲間
たちの声を伝えました。
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